
第３回環境審議会専門部会（事業系）

海老名市経済環境部資源対策課

平成３０年３月２８日



前回出された主な意見

多量排出事業者より小規模排出事業者の意識が薄い傾向がある。

一定規模以下の排出者を指導の対象としてはどうか。

市でペナルティを設けてはどうか。

食品リサイクルは運搬コストや車両（保冷車）の関係もあり、難しい。

大型生ごみ処理機は設置場所や事故等の影響により、敬遠されがち。

前向きな施策については実施していくべき。

職種やごみの量によって評価項目が異なるのかどうか、他自治体の評価
シートを示して欲しい。
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① 適正排出に向けた学習機会

② 資源化に向けた取り組み

③ ごみ減量化・資源化協力店制度



ごみの量は生産ボリュームに引っ張られるため、絶対量（前年度比●％減

量、●ｔ減量）で示されると厳しい。

減量化のための指標があれば良い。

一般廃棄物許可業者一覧に取り扱い品目を掲載してはどうか。【別添参照】

結果を情報開示する必要がある。

他市の金額の幅が大きく、妥当な金額が分からない。
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④ 排出事業者指導

⑤ 組成分析の実施

⑥ 展開検査

⑦ 収集・搬入料金について

高座での対応（市単独ではできない）

三市と高座で協議し、積極的に取り
組むよう提言



減量化・資源化に対する基本的な考え方

【目標】

●排出事業者の責任のもと自主的な減量・資源化が促進され
るような処理体系の構築

●排出事業者が理解しやすく、かつ事業系ごみの減量が進む
ようなごみ減量目標の設定

【対象】
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①行政・事業者・処理業者が一体となった事業系ごみ減量化

②排出事業者責任のもと、自主的な資源化の促進・適正な廃棄物処理

対象者の設定をどうするか。



ごみ総排出量に占める事業系ごみの割合
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（ ｔ /年）

年度
家庭系ごみ 事業系ごみ 収集量

割合 割合 前年度比

平成２３年度 21,322 75.10% 7,068 24.90% 28,390 －
平成２４年度 21,219 74.85% 7,130 25.15% 28,349 －0.14％
平成２５年度 21,101 74.07% 7,387 25.93% 28,488 ＋0.49％
平成２６年度 21,096 74.59% 7,185 25.41% 28,281 －0.73％
平成２７年度 21,206 73.18% 7,772 26.82% 28,978 ＋2.46％
平成２８年度 21,270 71.84% 8,336 28.16% 29,606 ＋2.17％

（２）家庭系ごみに資源物を含めない場合

（１）家庭系ごみに資源物を含める場合

年度
家庭系ごみ 事業系ごみ 収集量

割合 割合 前年度比

平成２３年度 32,627 82.19% 7,068 17.81% 39,695 －
平成２４年度 32,094 81.82% 7,130 18.18% 39,224 －1.19％
平成２５年度 31,297 80.90% 7,387 19.10% 38,684 －1.38％
平成２６年度 31,038 81.20% 7,185 18.80% 38,223 －1.21％
平成２７年度 31,370 80.14% 7,772 19.86% 39,142 ＋2.40％
平成２８年度 31,002 78.81% 8,336 21.19% 39,338 ＋0.50％

・ごみ総排出量に占める事業系ごみの割合は約２１％となっており、増加傾向で推移
・全国では約３５％、神奈川県内では約２４％が事業系ごみの占める割合

（ ｔ /年）



各主体の責務と役割
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• 事業系ごみの分別排出に向けた啓発・指導
• コスト削減に向けた取り組み
（インセンティブの付与）

行政

• 適正な排出
• 市の施策・収集業者への理解・協力排出事業者

• 排出事業者と行政との連携体制の確保
• 分別品目や収集回数に応じた適正な収集体
制の確保

処理業者

（収集運搬、処分）



事業系ごみ減量化に対する課題

●分別促進のための動機づけ（インセンティブ）を付与できる対策が求めら
れる。

●事業者の排出方法や形態を管理・把握できていない。

●業種によってごみの量や出し方、課題が異なる。

●分別排出のための場所・時間・人員が避けない。

●分別収集すると収集回数が増加するため、収集コストが上がる。

●ごみの処理に対する知識の向上が求められる。

●収集車両が少ない許可業者では分別収集の対応は厳しい。

●食品リサイクル等のリサイクルの受け皿が収集運搬業者によって異なる。
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① 行政の課題

③ 処理業者の課題

② 排出事業者の課題



①排出事業者のごみ減量意識の高揚（啓発）

（１）事業系ごみ適正処理パンフレット

●事業系ごみ適正処理マニュアルの項目について

１ 市の現状

（ごみ量の推移と組成分析の結果）

２ 事業者の責務（廃棄物処理法）

３ 事業系ごみとは

（一般廃棄物・産業廃棄物の区分）

４ 事業系ごみの分け方（分類一覧表）

５ 市への報告書類について

（減量等計画書、産業廃棄物マニフェスト）

６ 参考取組事例

（分別ができている排出事業者を写真付きで紹介）

8

（２）講習会や学習会の実施

●講習会・学習会の対象や内容について
１ 対象

⇒許可業者・多量排出事業者・商工会議所登
録業者・その他排出者等
２ 内容

⇒一般廃棄物と産業廃棄物の分類、ごみの
処理の流れ、ごみ処理施設視察
３ 周知方法

⇒許可業者を通じて周知してもらう方法が通
例であったがどうか。

・対象や内容、周知方法について。

・参加してもらえない事業者への啓
発活動をどうするか。

・その他、どのような項目があると良いか。
・パンフレットの配布方法をどうするか。

【現状】 多量排出者・許可業者に配布 【現状】 許可業者講習会（平成26年度）



②排出事業者指導
【現状】 ①多量排出者指導

②市民通報による指導
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項目 メリット デメリット

許可業者を通じた指導 ・即座に対応が可能 ・契約していない業者への指導
が行き届かない

ポスティングによる指導 ・一定の事業者に周知・指
導が可能

・事業者リストの入手方法
・返答がない場合の対応

直接訪問指導 ・事業者と直接のやり取り
が可能

・対象者の設定（全事業者を訪
問するのに時間がかかる）
・不在時の対応

郵送・訪問指導 ・郵送＋訪問による二重
の確認が取れる

・事業者リストの入手方法
・管理方法・新規事業者の対応

・十分な制度設計が必要（条例
改正等）

排出事業者指導の方法（案）



③支援策について
（１）少量排出事業所の指定袋制度について
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・家庭系ごみが有料化になった場合、小規模排出事業者の受け皿とな
り、不法投棄の減少に繋がる
・可燃ごみと資源物に価格差を付けることにより、適正排出が促される
・不適正排出（未分別）の場合、個別に事業所指導が可能となる

・収集方法や料金体系等の制度設計が必要
・収集運搬許可業者への業務への影響

大和市 東京都日野市

対象事業所 1回の収集日に2袋までの排出事業所 排出量が90L/回以下の少量排出事業所

導入 平成15年11月
（家庭系ごみ有料化：平成18年7月）

平成12年10月
（家庭系ごみ有料化と同時）

料金体系 排出量単純比例型 排出量単純比例型

料金区分 可燃ごみ：市指定有料袋
不燃ごみ：市指定有料袋
有害（危険）ごみ：無料
資源物：無料

可燃ごみ：市指定有料袋
不燃ごみ：市指定有料袋
有害（危険）ごみ：無料
資源物：無料

料金水準 処理費相当額として設定
可燃ごみ・不燃ごみ 単価6.4円/L
10L：64円/枚
20L：128円/枚
45L：288円/枚

処理費相当額として設定
可燃ごみ・不燃ごみ 単価6.7円/L
小袋 15L：100円/枚
特大袋 45L：300円/枚

収集方法 ごみ：戸別収集
資源物：ステーション収集

戸別収集（申込書に排出場所を明記）



（２）生ごみ処理機の活用について

・大型生ごみ処理機導入補助制度について

海老名市でも平成21年度から、市内マンション２棟でモデル事業を実施し、検証
現在は、市役所及び市内保育園３園に設置している

（３）資源化ルートの確立について

・民間の食品リサイクル施設の活用について

食品関連事業者（製造、流通、外食等）により、食品の売れ残りや食べ残

し又は食品の製造過程において発生した食品廃棄物を飼料や肥料等の

原材料として再生利用する制度
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過去のアンケート結果より、設置場所や維持管理、コスト等の問題から補助
制度があっても導入できない意見多数

受け入れ単価が高い、禁忌品が多いなど、一定の課題がある

（家庭用）生ごみ処理機による支援についてはどうか。



④その他について
（１）東京都武蔵野市の取り組み（Ｅｃｏパートナー）について

＜前回の宿題＞

・職種や規模による認定表彰基準に違いはあるのか。評価シートはどのようになっ
ているのか。 別紙１参照

＜制度実施にあたって＞
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期待されうる効果 課題・懸念事項

・発生抑制や経費の削減、業務の効率
化が図られる

・広報で紹介したり、表彰を行うことで企
業のイメージアップに繋がる

・取り組みに対する評価のため、ごみの
減量効果が目に見えない。

・表彰の対象者が多量排出者に偏るため、
ごみの減量が図られない恐れがある。

事業者にもたらされる効果 ごみの減量判断

（２）食品ロスに関する取り組みについて【別紙２参照】



排出事業者指導の事例
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項目 主な内容 指導方法や訪問件数

直接訪問指導

（千葉県市川
市）

・事業系ごみの適正処理ができていない「未
適正事業所」への直接訪問による啓発活動
・パンフレットを配布して口頭による説明
・面会できなかった場合、パンフレットを投函
・通報に基づく指導を併せて実施

・シルバー人材センターへ業務
委託
・４人体制
・年間約１０００件訪問

直接訪問指導

（栃木県宇都宮
市）

・飲食店などを中心とする中小規模の事業
所に対して、保健所が許可を与えた名簿を
基に戸別訪問調査を実施。５～６年をかけ
て全事業者を一巡。

・９８０事業所を訪問調査（平成２
７年度）

・展開検査に基づき８９事業所を
訪問指導（平成２７年度）

・２８３の大規模事業者のうち、１
５７事業者を訪問指導（平成２７
年度）

郵送・訪問指導

（東京都中野
区）

・区収集を利用する事業者に対して、ごみの
排出量や排出場所の届出を義務付ける「事
業系廃棄物収集届出制度」

・書類提出確認後、事業者番号を付与した
「届出済証」を交付
・届出情報に基づき適正排出指導
・不適正排出には罰則規定を設定

・制度の周知と併せて、区内５５
８事業者を訪問。

・市内約１７，５００事業者に制度
案内を郵送

・民間委託による提出書類の
データ化

（出典）月刊廃棄物



別紙1



別紙1



別紙2


